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本日の報告内容本日の報告内容

１１ 研究の背景と目的研究の背景と目的

２２ 管理・運営状況管理・運営状況

３３ 利用促進策利用促進策

４４ まとめと今後の方向まとめと今後の方向
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本日の報告内容本日の報告内容

１１ 研究の背景と目的研究の背景と目的
（１）研究の背景（１）研究の背景

（２）研究の目的（２）研究の目的

（３）研究対象とした空港（３）研究対象とした空港

（４）利用状況（４）利用状況

２２ 管理・運営状況管理・運営状況

３３ 利用促進策利用促進策

４４ まとめと今後の方向まとめと今後の方向
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（１）（１） 研究の背景研究の背景

空港の質の向上と効率的活用が重要

自治体管理空港

利用の伸び悩み 将来ＬＣＣや小型機の利用の期待
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（２）研究の目的（２）研究の目的

自治体管理空港の活性化

適正な管理・運営方策 効果的な利用促進策

空港を管理する自治体に提言
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空港の種別空港の種別

９９

６６

５３５３

ＡＡ １９１９

ＢＢ ５５

３３

２２

数（計９７）数（計９７）

成田、関西、中部成田、関西、中部会社会社

名古屋、但馬名古屋、但馬

小松、徳島、三沢小松、徳島、三沢

青森、岡山、石垣青森、岡山、石垣

Ａ新千歳、福岡、那覇Ａ新千歳、福岡、那覇

Ｂ旭川、秋田Ｂ旭川、秋田

羽田、伊丹羽田、伊丹

例例

－－

－－

地方的航空運送地方的航空運送

主要な国内路線主要な国内路線

国際航空路線国際航空路線

性性 格格

自治体自治体

防衛省防衛省

米軍米軍

自治体自治体

国国
（２種Ｂの管理は（２種Ｂの管理は
自治体）自治体）

国国

設置・管理設置・管理

その他その他

共用共用

第３種第３種

第２種第２種

第１種第１種

（数字でみる航空２００６等から作成）

（３）研究対象とした空港
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研究対象とした空港研究対象とした空港
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定期便就航の第３種空港のうち離島空港
を除いたもの（供用中１８、建設中１）
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これらの空港を対象とした理由これらの空港を対象とした理由
国管理空港については、既存研究あり国管理空港については、既存研究あり

・添田元主任研究員の・添田元主任研究員の｢｢空港経営空港経営｣｣（Ｈ１２年）（Ｈ１２年）

・国が、国管理空港の空港別収支を勉強中・国が、国管理空港の空港別収支を勉強中

・地方航空局が、国管理空港の利用促進策・地方航空局が、国管理空港の利用促進策
の事例調査（Ｈ１８年発表）の事例調査（Ｈ１８年発表）

自治体管理空港の方が各自治体の判断で行自治体管理空港の方が各自治体の判断で行
える方策が多いはずえる方策が多いはず

自治体管理空港について研究
（自治体アンケート、ヒアリングを実施）
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乗降客数の推移（１００万人以上の空港）乗降客数の推移（１００万人以上の空港）

（空港管理状況調書）（空港管理状況調書）
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（４）利用状況



10
(C) Mr. Suguru UCHIDA, Institute for Transport Policy Studies, 2007

乗降客数の推移（３０～１００万人の空港）乗降客数の推移（３０～１００万人の空港）

（空港管理状況調書）（空港管理状況調書）
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乗降客数の推移（３０万人以下の空港）乗降客数の推移（３０万人以下の空港）

（空港管理状況調書）（空港管理状況調書）
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本日の報告内容本日の報告内容

１１ 研究の背景と目的研究の背景と目的

２２ 管理・運営状況管理・運営状況

（１）収支状況（１）収支状況

（２）指定管理者制度の活用（２）指定管理者制度の活用

３３ 利用促進策利用促進策

４４ まとめと今後の方向まとめと今後の方向
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空港本体とターミナルビル空港本体とターミナルビル

第三セクター（自治第三セクター（自治
体直営もあり）体直営もあり）

第三セクター第三セクター

空港運営会社空港運営会社

ターミナルビルターミナルビル

自治体自治体

国国

空港運営会社空港運営会社

空港本体空港本体

自治体管理自治体管理
空港空港

国管理空港国管理空港

成田、関空成田、関空

中部中部

まず、空港本体の収支状況を見ていく

（１）収支状況 ①収支の作成、公表状況
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収支を把握する意義収支を把握する意義

管理、運営形態の適正さや利用者負担管理、運営形態の適正さや利用者負担
と公的負担の正当性等を議論する際のと公的負担の正当性等を議論する際の
重要なデータ重要なデータ

管理、運営主体（自治体）の収支両面の管理、運営主体（自治体）の収支両面の
意識向上（厳しい財政状況）意識向上（厳しい財政状況）

納税者への説明責任納税者への説明責任
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国管理空港の空港別収支国管理空港の空港別収支

Ｈ１８年１２月５日衆議院国土交通委員会Ｈ１８年１２月５日衆議院国土交通委員会

長安豊委員（民主）長安豊委員（民主）

・空港別のＢ・空港別のＢ//Ｓ、ＰＳ、Ｐ//Ｌは作れないのかＬは作れないのか

国土交通省国土交通省

・「管制と空港の切り離し」、「減価償却」が問題・「管制と空港の切り離し」、「減価償却」が問題

・勉強を重ねており、引き続き勉強したい・勉強を重ねており、引き続き勉強したい

・空港別の収入のうち着陸料は出せる・空港別の収入のうち着陸料は出せる
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自治体管理空港の収支の公表状況自治体管理空港の収支の公表状況

1

9

8

・公表義務なし
・区分経理の義務なし
・数字の一人歩きの恐れ

（供用中の１８空港のアンケート結果）

ＨＰＨＰ公表

公表

求めに応じ公表
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項目の調整（収入）項目の調整（収入）

計上する項目計上する項目

・着陸料・停留料・着陸料・停留料

・土地・建物使用料・土地・建物使用料

・駐車場料金・駐車場料金

・航空機燃料譲与税・航空機燃料譲与税
（航空機燃料税の税収の２（航空機燃料税の税収の２//１３は空港関係自治体に譲与される）１３は空港関係自治体に譲与される）

②官庁会計（現金主義）による比較
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項目の調整（支出項目の調整（支出＝維持管理費に限定＝維持管理費に限定））
計上する項目計上する項目
・物件費・物件費
・委託費・委託費
・人件費・人件費
人件費不明空港の推計方法人件費不明空港の推計方法
（当該自治体平均給与）（当該自治体平均給与）××（空港事務所人数）（空港事務所人数）××
１．１９１．１９（他空港の数値から推定した共済費割合）（他空港の数値から推定した共済費割合）

計上しない項目計上しない項目
・工事請負費、備品購入費・工事請負費、備品購入費
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収入の内訳収入の内訳（１８空港の合計）

（Ｈ１７年度、神戸のみ１８年度見込み、航空機燃料譲与税は一部推計）（Ｈ１７年度、神戸のみ１８年度見込み、航空機燃料譲与税は一部推計）

83%

3%

5%
9%

着陸料等

土地使用料

航空機燃料譲与税

その他



20
(C) Mr. Suguru UCHIDA, Institute for Transport Policy Studies, 2007

着陸料の考え方着陸料の考え方

制度上は各自治体の自由だが、実際は制度上は各自治体の自由だが、実際は
国管理空港の水準と同様国管理空港の水準と同様
（航空ネットワーク維持・拡充のための一律の軽減措（航空ネットワーク維持・拡充のための一律の軽減措
置もほぼ同様（第３種空港の場合基準額の２／３））置もほぼ同様（第３種空港の場合基準額の２／３））

個別の空港の整備、管理費用が反映さ個別の空港の整備、管理費用が反映さ
れているわけではないれているわけではない
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機種別着陸料機種別着陸料（軽減措置後、カッコ内は座席数）（軽減措置後、カッコ内は座席数）

（数字でみる航空２００６、国土交通省から試算値をヒアリング）

0 50 100 150 200

Q400　（７４）

ＣＲＪ２００（５０）

ＭＤ８７（１３４）

Ａ３２０（１６６）　

B７67-2０0（230）

千円/回
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着陸料の軽減着陸料の軽減（基準額との比較）（基準額との比較）

１／３１／３‥‥能登、佐賀能登、佐賀

１／２１／２‥‥庄内、福島庄内、福島

免除免除‥‥松本（新規、増便、国際便）松本（新規、増便、国際便）

‥‥南紀白浜（１日３回目以降の定期便）南紀白浜（１日３回目以降の定期便）

その他ナイトステイ便、国際便、新規・増便等その他ナイトステイ便、国際便、新規・増便等
について軽減措置ありについて軽減措置あり
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収入

着陸回数

乗降客数

収入の増加している空港（佐賀空港）収入の増加している空港（佐賀空港）

（Ｈ１３年を１００とした（Ｈ１３年を１００とした １８年度収入は見込み）１８年度収入は見込み）

（佐賀県資料 空港状況管理調書 航空機燃料譲与税を除く）

・Ｈ１６年７月 羽田に夜間貨物便を就航
・Ｈ１８年２月 羽田・中部に貨物専用機を就航
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収入
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着陸回数

収入の減少している空港（松本空港）収入の減少している空港（松本空港）

・Ｈ１６～１７年 機材小型化（ＭＤ８７→Ｑ４００）

・Ｈ１７年度新規・増便、国際便着陸料免除
（Ｈ１３年を１００とした）

（空港状況管理調書、長野県資料 航空機燃料譲与税を除く）
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駐車場料金駐車場料金

２０年３月まで２０年３月まで））

ターミナルに近いものターミナルに近いもの
のみ有料のみ有料

備備 考考

４５００４５００（上限）（上限）

２０００２０００ （上限）（上限）

１８００１８００ （上限）（上限）

１８００１８００

１０００１０００

２泊３日２泊３日

無無 料料

１５００１５００

無料無料

６００６００

２００２００

２００２００

日帰り日帰り

他１４空港他１４空港

神戸神戸（民営）（民営）

（（神戸神戸（搭乗者）（搭乗者）

富山富山（県管理）（県管理）

青森青森（県管理）（県管理）

女満別女満別（民営）（民営）

（円）

（各空港ホームページ等）
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米国空港の営業収入の内訳米国空港の営業収入の内訳

（年間利用者３０～１５０万人規模）（年間利用者３０～１５０万人規模）

（空港政策の透明性の向上と空港形態（空港政策の透明性の向上と空港形態 加藤、榊原加藤、榊原 Ｈ１８）Ｈ１８）

着陸料等
16%

施設使用料
25%

駐車料金
23%

レンタカー
14%

その他
22%
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支出の内訳支出の内訳

人件費
22%

物件費等
31%

委託
47%

（支出の内訳として委託費のわかる１４空港の計 Ｈ１７年度 神戸は１８年度見込み）

委託委託業務‥消防、清掃、警備、鳥獣駆除、点検
指名競争入札から競争性を高める方向に移行
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各空港の収支の比較各空港の収支の比較（１８空港の公表データから推計）（１８空港の公表データから推計）
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（Ｈ１７年度 神戸は１８年度見込み）
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発生主義と現金主義発生主義と現金主義

自治体会計は、予算の適正・確実な執行に資す自治体会計は、予算の適正・確実な執行に資す
る現金主義る現金主義

しかし、活動の実態をコストに着目して把握するしかし、活動の実態をコストに着目して把握する
なら、減価償却費など非現金支出を含める必要なら、減価償却費など非現金支出を含める必要

こうして把握したコストでどう行政活動がされたかこうして把握したコストでどう行政活動がされたか
評価できれば、行政活動の効率性の検討可能評価できれば、行政活動の効率性の検討可能

（総務省地方公共団体の総合的な財務分析に関する調査研究会報告書Ｈ１２年、１３年）（総務省地方公共団体の総合的な財務分析に関する調査研究会報告書Ｈ１２年、１３年）

③企業会計（発生主義）による比較
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空港の損益計算書空港の損益計算書

すべての県がバランスシート（貸借対照表）とすべての県がバランスシート（貸借対照表）と
行政コスト計算書（損益計算書）を作成行政コスト計算書（損益計算書）を作成

目的別行政コスト計算書のうち空港分は土木目的別行政コスト計算書のうち空港分は土木
費の内数になっているが、その内訳は不明費の内数になっているが、その内訳は不明

空港の損益計算書を試算
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減価償却費減価償却費

各自治体有形固定資産明細表から算出各自治体有形固定資産明細表から算出
（総務省バランスシート作成基準：耐用年数２５年、定額法）（総務省バランスシート作成基準：耐用年数２５年、定額法）

空港の整備費用の５０％は国の補助金空港の整備費用の５０％は国の補助金

減価償却費の半分を支出に計上減価償却費の半分を支出に計上
（圧縮記帳の考え方）（圧縮記帳の考え方）
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借入金利息と地方交付税借入金利息と地方交付税

公債の利息は全体で計算しており、空港分を公債の利息は全体で計算しており、空港分を
算出することは困難算出することは困難

→借入金利息は支出に計上せず→借入金利息は支出に計上せず

公債の元利償還金が算定対象となる地方交公債の元利償還金が算定対象となる地方交
付税相当額も収入の対象とせず付税相当額も収入の対象とせず

試算は空港の営業収支にあたるもの算は空港の営業収支にあたるもの
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発生主義による支出の内訳発生主義による支出の内訳

人件費
9%

物件費等
15%

委託
19%

減価償却費
57%

（支出の内訳として委託費のわかる空港で、かつ、減価償却費のわかる１１空港）
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発生主義での試算発生主義での試算
（公表データから推計可能な１５空港）（公表データから推計可能な１５空港）
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ターミナルビル会社の概要ターミナルビル会社の概要

空港管理者を含む関係自治体が５０％前後出空港管理者を含む関係自治体が５０％前後出
資する第三セクターが経営資する第三セクターが経営

（Ｈ２１年開港の静岡は純粋民間会社）（Ｈ２１年開港の静岡は純粋民間会社）

エアラインも２０％～３０％程度出資エアラインも２０％～３０％程度出資

（最近開港の能登、神戸は１～２％程度）（最近開港の能登、神戸は１～２％程度）

空港管理者の土地を一時使用し、建物を整備空港管理者の土地を一時使用し、建物を整備

収入は、家賃、売店、広告等収入は、家賃、売店、広告等

④ターミナルビル会社の状況
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ターミナルビル会社の経常利益ターミナルビル会社の経常利益
（Ｈ１７年度）（Ｈ１７年度）

（各空港ターミナルビル会社資料）
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売上高経常利益率売上高経常利益率（Ｈ１７年度）（Ｈ１７年度）

（各空港ターミナルビル会社資料から算出）
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ターミナルビル会社の経営ターミナルビル会社の経営

土地使用料土地使用料‥‥県統一の行政財産使用料県統一の行政財産使用料
ルールに従っている等、低くなりがちルールに従っている等、低くなりがち

将来の建替えに向けた資金留保が必要将来の建替えに向けた資金留保が必要

なお、国管理空港では、土地使用料につなお、国管理空港では、土地使用料につ
いて収益性を考慮した算定方法を導入いて収益性を考慮した算定方法を導入

（歩合制、不動産鑑定等）（歩合制、不動産鑑定等）
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空港本体とターミナルビルの合成収支空港本体とターミナルビルの合成収支
（発生主義での試算とターミナルビル会社の経常収支の合計（発生主義での試算とターミナルビル会社の経常収支の合計‥‥１４空港分）１４空港分）

（Ｈ１７年度 神戸は１８年度見込み）
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収支についてのまとめ収支についてのまとめⅰⅰ収支の公表収支の公表

自治体で空港別の行政コスト計算書（発自治体で空港別の行政コスト計算書（発
生主義）を作成、公表してはどうか生主義）を作成、公表してはどうか

統一した基準があれば望ましい統一した基準があれば望ましい

一方、各自治体毎に説明すべき事項が一方、各自治体毎に説明すべき事項が
あれば、独自の収支公表もありうるあれば、独自の収支公表もありうる

もっと収支に敏感になってもよいもっと収支に敏感になってもよい

⑤収支についてのまとめ
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収支についてのまとめ収支についてのまとめ ⅱⅱ支出と収入支出と収入

・もともと独立採算が可能な使用料が設定されて・もともと独立採算が可能な使用料が設定されて
いるわけではないいるわけではない
・主たる収入の着陸料の値上げが難しい・主たる収入の着陸料の値上げが難しい

収入で支出が賄えないことを強調すべきではない

どの程度のコストを着陸料等の受益者負担で程度のコストを着陸料等の受益者負担で
賄うべきか各自治体で目標を立てるのも一案賄うべきか各自治体で目標を立てるのも一案
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収支についてのまとめ収支についてのまとめ
ⅲⅲ収入に関する留意点収入に関する留意点

貨物に力を入れることは、収入増加の点でも貨物に力を入れることは、収入増加の点でも
寄与する可能性が大きい寄与する可能性が大きい

小型化は路線維持や便数増のポイントの一小型化は路線維持や便数増のポイントの一
つではあるが、収入の激減に注意する必要つではあるが、収入の激減に注意する必要

着陸料の水準について考え直すべき点はな着陸料の水準について考え直すべき点はな
いかいか（特に他空港に比し一律に軽減している空港（特に他空港に比し一律に軽減している空港
は効果との関係を検討する必要あり）は効果との関係を検討する必要あり）

駐車場については、一律無料（公費負担）で駐車場については、一律無料（公費負担）で
よいのか検討の余地ありよいのか検討の余地あり
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収支についてのまとめ収支についてのまとめ
ⅳⅳ空港とターミナルの一体運営空港とターミナルの一体運営

空港本体は厳しい経営状況

ターミナルビル会社の収益性と独占性

空港本体とターミナルビル会社の一体運営の可能性

指定管理者制度の活用の可能性
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指定管理者制度指定管理者制度
公の施設（自治体が設ける住民の福祉増進公の施設（自治体が設ける住民の福祉増進
のための施設）について、管理を民間事業者のための施設）について、管理を民間事業者
等に行わせることを可能とする制度等に行わせることを可能とする制度

（Ｈ１５年の地方自治法改正で導入）（Ｈ１５年の地方自治法改正で導入）

民間活力を活用した住民サービスの向上と民間活力を活用した住民サービスの向上と
経費の節減等が目的経費の節減等が目的

空港本体業務の指定管理者を空港本体業務の指定管理者を
ターミナルビル会社にする可能性ターミナルビル会社にする可能性

（２）指定管理者制度の活用
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指定管理者制度の特徴指定管理者制度の特徴

委託との違い委託との違い

使用許可のような権限行使を行える使用許可のような権限行使を行える

ＰＦＩとの違いＰＦＩとの違い

ＰＦＩＰＦＩ‥‥公共施設の建設、改修、維持管理、公共施設の建設、改修、維持管理、
運営を一体的に行うもの運営を一体的に行うもの

指定管理者制度指定管理者制度‥‥既に整備された公共施既に整備された公共施
設の管理を民間事業者に行わせるもの設の管理を民間事業者に行わせるもの
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国土交通省の見解国土交通省の見解
第三種空港第三種空港‥‥地方公共団体が設置、管理地方公共団体が設置、管理

（空港整備法第５条第１項）（空港整備法第５条第１項）

設置者に施設の管理義務設置者に施設の管理義務（航空法第４７条第１項）（航空法第４７条第１項）

・安全に関するもの及び他人の権利・利益を制限・安全に関するもの及び他人の権利・利益を制限
するもの（用地・施設使用の許可、料金設定、料するもの（用地・施設使用の許可、料金設定、料
金の自らの収入としての徴収等）については、施金の自らの収入としての徴収等）については、施
設の設置・管理者に最終的な責任設の設置・管理者に最終的な責任

・事実行為である警務・消防業務、料金徴収業務・事実行為である警務・消防業務、料金徴収業務
は指定管理者たる民間事業者が行うことが可能は指定管理者たる民間事業者が行うことが可能

（国土交通省ＰＦＩ活用参考書（国土交通省ＰＦＩ活用参考書 Ｈ１８年）Ｈ１８年）
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国土交通省の見解についての私見国土交通省の見解についての私見

空港の指定管理者空港の指定管理者‥‥用地・施設使用の許可、用地・施設使用の許可、
料金設定、利用料金の収受といった管理の料金設定、利用料金の収受といった管理の
重要部分ができない重要部分ができない

指定管理者制度を活用しても、空港とターミ指定管理者制度を活用しても、空港とターミ
ナルビルを民間会社が一体的・包括的に管ナルビルを民間会社が一体的・包括的に管
理することは難しい理することは難しい
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名古屋飛行場の導入例名古屋飛行場の導入例

名古屋空港名古屋空港‥‥Ｈ１７年２月中部国際空港開港時、Ｈ１７年２月中部国際空港開港時、
国から県管理となる際に指定管理者制度を導入国から県管理となる際に指定管理者制度を導入

公募の結果、名古屋空港ビル（株）が指定管理者公募の結果、名古屋空港ビル（株）が指定管理者

当初、「滑走路や駐機場などを含めた空港全体の当初、「滑走路や駐機場などを含めた空港全体の
管理を一元的に民間にゆだねていく方向で検討」管理を一元的に民間にゆだねていく方向で検討」

（Ｈ１５年９月定例議会神田知事答弁）（Ｈ１５年９月定例議会神田知事答弁）

現在、条例上可能な業務は限定的現在、条例上可能な業務は限定的
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1

6

10

1
一部導入済み

考えていない

国の見解で導入
意義なし

今後の検討

指定管理者制度導入の意向指定管理者制度導入の意向

（供用中の１８空港の管理者のアンケート結果）

「考えていない」とする理由

・県の主体的管理が必要

・危機管理上、設置者が管理すべきもの

Ｎ＝１８
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港湾管理と指定管理者制度港湾管理と指定管理者制度

港湾管理者港湾管理者‥‥港湾法上、自治体と港務局に限定港湾法上、自治体と港務局に限定

‥‥係留施設の運営義務係留施設の運営義務

（港湾法第１２条第１項第５号）（港湾法第１２条第１項第５号）

→形のうえでは、空港と変わらない→形のうえでは、空港と変わらない

指定管理者指定管理者‥‥使用許可、自らの収入とする利用使用許可、自らの収入とする利用

料金の収受が可能料金の収受が可能

（Ｈ１６年国土交通省通知）（Ｈ１６年国土交通省通知）

→指定管理者の行える範囲が空港より広い→指定管理者の行える範囲が空港より広い
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マリーナの指定管理者制度導入状況マリーナの指定管理者制度導入状況
（公共マリーナ６９施設のうち公の施設に該当する５６施設）

73%

9%

18%

導入済み

検討中

導入しない

（Ｈ１８年７月現在 （社）日本マリーナ・ビーチ協会調査データ）

・係留施設の使用許可
権限あり
・利用料金を自ら設定
・利用料金を自ら収受
するケースも多い
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今後、国に求められること今後、国に求められること

自治体も指定管理者制度の導入を視野に入自治体も指定管理者制度の導入を視野に入
れるも、国の見解が導入躊躇の原因の一つれるも、国の見解が導入躊躇の原因の一つ

一部の自治体ではこの制度を活用した空港一部の自治体ではこの制度を活用した空港
とターミナルの一体運営も模索とターミナルの一体運営も模索

こうしたニーズがある以上、制度の柔軟な運こうしたニーズがある以上、制度の柔軟な運
用、場合により制度の改正も考えてはどうか用、場合により制度の改正も考えてはどうか
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指定管理者の選定手続き指定管理者の選定手続き
（Ｈ１８年９月２日現在で指定管理者を導入している６１，５６５施設）（Ｈ１８年９月２日現在で指定管理者を導入している６１，５６５施設）

29%

62%

9%
公募により候補者
を募集

従前の管理委託
者を公募の方法
によることなく選
定

その他の方法に
より選定

（「公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査結果 Ｈ１９年総務省」より作成）
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指定管理者に広範囲な業務が指定管理者に広範囲な業務が
可能とされたときの指定方法可能とされたときの指定方法

・・空港本体とターミナル空港本体とターミナル

ビルの一体管理ができビルの一体管理ができ
ない可能性があるない可能性がある

・コスト削減が最大限に・コスト削減が最大限に
行われるのか行われるのか

・第三セクターが真に効・第三セクターが真に効
率的な運営を行えるの率的な運営を行えるの
かか

デメリットデメリット

・コスト削減が最大限に・コスト削減が最大限に
行われる可能性行われる可能性

・民間活力の発揮・民間活力の発揮

・空港本体とターミナルビ・空港本体とターミナルビ
ルの一体管理ができるルの一体管理ができる

メリットメリット

公募公募

公募によら公募によら
ずターミナルずターミナル
会社を指定会社を指定
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本日の報告内容本日の報告内容

１１ 研究の背景と目的研究の背景と目的

２２ 管理・運営状況管理・運営状況

３３ 利用促進策利用促進策

（１）利便性向上策（１）利便性向上策

４４ まとめと今後の方向まとめと今後の方向
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自治体のイメージする空港活性化自治体のイメージする空港活性化

空港利用者
の利便性向
上

多くの人
が空港を
利用

ニーズの掘り
起こしとＰＲ

・低運賃
・使いやすいダイヤ

増便，増路線

アクセスの改善等空港機能
の高度化
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１日あたり便数１日あたり便数（Ｈ１９年３月上旬各社時刻表）（Ｈ１９年３月上旬各社時刻表）

（１）利便性向上策 ①路線・便数の維持、増加
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搭乗率保証制度（能登空港）①搭乗率保証制度（能登空港）①

ＡＮＡ
１日１便を主張

県
複数便で需要が顕在化

目標搭乗率を設定（県の提案）
・下回れば県がＡＮＡに保証金
・上回ればＡＮＡが地元に販売促進協力金

地元の利用促進策のインセンティブ

（Ｈ１５年開港時）
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搭乗率保証制度（能登空港）②搭乗率保証制度（能登空港）②

実績が目標搭乗率の前後に収まれば、お互実績が目標搭乗率の前後に収まれば、お互
いに金銭の支払いをしない特別枠を設定いに金銭の支払いをしない特別枠を設定

３年目３年目 地元に協力金地元に協力金６６．５％６６．５％

地元に協力金地元に協力金

地元に協力金地元に協力金

協力金（補填）協力金（補填）

６４．６％６４．６％

７９．５％７９．５％

実績実績

６５％６５％

６３％６３％

７０％７０％

目標搭乗率目標搭乗率

２年目２年目

１年目１年目

他空港では、地元側のリスクが大きいとして搭乗率保証制度他空港では、地元側のリスクが大きいとして搭乗率保証制度

の導入には消極的の導入には消極的



60
(C) Mr. Suguru UCHIDA, Institute for Transport Policy Studies, 2007

路線・便数の維持、増加のための着陸料軽減路線・便数の維持、増加のための着陸料軽減

新規、増便新規、増便

・岡山・岡山‥‥就航後３年間は１／３就航後３年間は１／３

・花巻・花巻‥‥就航就航（Ｈ１８年度まで）（Ｈ１８年度まで）後３年間は１／１５後３年間は１／１５

・松本・松本‥‥当分の間免除当分の間免除

同一事業者の高頻度運航同一事業者の高頻度運航

・庄内・庄内‥‥羽田４便以上の最終便１／３羽田４便以上の最終便１／３（Ｈ２０年７月まで）（Ｈ２０年７月まで）

・南紀白浜・南紀白浜‥‥３便目以降は当分の間免除３便目以降は当分の間免除
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便数増と輸送実績（羽田－佐賀）便数増と輸送実績（羽田－佐賀）

（有明佐賀空港ホームページ）

２→３便

羽田ー佐賀便の搭乗率
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便数減に対する善後策（富山）便数減に対する善後策（富山）

羽田－富山からのＪＡＬの撤退羽田－富山からのＪＡＬの撤退
・Ｈ１４年から就航のＪＡＬが、１８年４月に撤退・Ｈ１４年から就航のＪＡＬが、１８年４月に撤退
→８便から６便（ＡＮＡ単独）→８便から６便（ＡＮＡ単独）

・県の強い存続希望も受け入れられず・県の強い存続希望も受け入れられず
県の講じた善後策県の講じた善後策
・ＡＮＡに機材大型化を要請・ＡＮＡに機材大型化を要請
→６便中２便が大型化（２７９席→４１５席）→６便中２便が大型化（２７９席→４１５席）
全体の提供座席数は１０％以上減全体の提供座席数は１０％以上減
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羽田－富山便の利用者数羽田－富山便の利用者数

（富山県資料）
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路線減の最近の動き路線減の最近の動き

エアラインの不採算路線撤退はシビアエアラインの不採算路線撤退はシビア

路線の廃止路線の廃止‥‥代替路線、他社路線あれば代替路線、他社路線あれば
２ヶ月前、なくとも６ヶ月前の事前届出２ヶ月前、なくとも６ヶ月前の事前届出

→ぎりぎりの通告で県側の有効な反論不能→ぎりぎりの通告で県側の有効な反論不能

羽田の１便ルール羽田の１便ルール‥‥１日１便未満の減便１日１便未満の減便
の場合、発着枠を国が回収し他社に譲渡の場合、発着枠を国が回収し他社に譲渡

→他路線にはこれがなく簡単に廃止可能→他路線にはこれがなく簡単に廃止可能



65
(C) Mr. Suguru UCHIDA, Institute for Transport Policy Studies, 2007

本年中に廃止予定または検討中の路線本年中に廃止予定または検討中の路線

検討中検討中４０％４０％ＡＮＡＡＮＡ中部－福島中部－福島

検討中検討中４１％４１％ＡＮＡＡＮＡ福岡－富山福岡－富山

搭乗率は搭乗率は

ＪＡＬとの計ＪＡＬとの計

４２％４２％ＡＮＡＡＮＡ神戸－鹿児島神戸－鹿児島

検討中検討中

エアトランセエアトランセ
は２月廃止は２月廃止

搭乗率は搭乗率は

ＡＮＡとの計ＡＮＡとの計

備備 考考

３２％３２％

４０％４０％（ＡＮＡ）（ＡＮＡ）

５２％５２％

５７％５７％

３１％３１％

３１％３１％

４２％４２％

１７年度搭乗率１７年度搭乗率

（神戸は１８年度速報）（神戸は１８年度速報）

ＡＮＡＡＮＡ

ＡＮＡ、エアトランセＡＮＡ、エアトランセ

ＪＡＬＪＡＬ

ＪＡＬＪＡＬ

ＪＡＬＪＡＬ

ＡＮＡＡＮＡ

ＪＡＬＪＡＬ

エアラインエアライン

神戸－熊本神戸－熊本

新千歳－庄内新千歳－庄内

新千歳－女満別新千歳－女満別

福岡－花巻福岡－花巻

福岡－青森福岡－青森

神戸－新潟神戸－新潟

神戸－仙台神戸－仙台

路線路線
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富山－福岡便の季節運航化富山－福岡便の季節運航化

１日１便Ａ３２０（１６６席）で平成６年より運航も、１日１便Ａ３２０（１６６席）で平成６年より運航も、
搭乗率４０％と低迷搭乗率４０％と低迷

ＡＮＡは、Ｈ１９年７月の廃止に向け、Ｈ１８年ＡＮＡは、Ｈ１９年７月の廃止に向け、Ｈ１８年

１２月末に廃止届の提出を予定１２月末に廃止届の提出を予定

県の要請で「Ｈ１９年４～９月は季節運航。搭乗県の要請で「Ｈ１９年４～９月は季節運航。搭乗
率７０％を下回ればＨ２０年の季節運航はなし」率７０％を下回ればＨ２０年の季節運航はなし」

→９月末での廃止は必至→９月末での廃止は必至

小型化、ダイヤ変更の要請も受け入れられず小型化、ダイヤ変更の要請も受け入れられず
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松本－新千歳便の廃止決定と存続松本－新千歳便の廃止決定と存続

Ｈ６年ジェット化時より就航Ｈ６年ジェット化時より就航〔〔ＭＤ８７（１３４席）ＭＤ８７（１３４席）
で１日１便で１日１便〕〕の唯一のジェット路線の唯一のジェット路線

松本空港国内旅客数の５０％を占め、搭乗率松本空港国内旅客数の５０％を占め、搭乗率
６０％を超える良好な路線６０％を超える良好な路線

全県署名活動など存続要請活動全県署名活動など存続要請活動

→小型化（Ｑ４００）して存続が決定→小型化（Ｑ４００）して存続が決定（福岡便が（福岡便が

週７から３便に減、小型化の費用負担を県が検討）週７から３便に減、小型化の費用負担を県が検討）

観光（団体）利用が多い→小型化の結果注目観光（団体）利用が多い→小型化の結果注目
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乗継便の充実による利便性確保の可能性①乗継便の充実による利便性確保の可能性①

適当な乗継地がないと問題外適当な乗継地がないと問題外

乗継便の運賃は原則各区間の合算だが、次乗継便の運賃は原則各区間の合算だが、次
の便のみ条件付きで直行と同一運賃の便のみ条件付きで直行と同一運賃

羽田－（新千歳）－中標津（直行１＋乗継１）羽田－（新千歳）－中標津（直行１＋乗継１）

羽田－（伊丹）－石見（直行１＋乗継１）羽田－（伊丹）－石見（直行１＋乗継１）

羽田－（伊丹）－佐賀（直行３＋乗継１羽田－（伊丹）－佐賀（直行３＋乗継１oror２）２）

ダイヤの設定例ダイヤの設定例

中標津１２：２０－（新千歳）－羽田１５：０５中標津１２：２０－（新千歳）－羽田１５：０５

中標津１３：３５中標津１３：３５ 羽田１５：３０羽田１５：３０

→乗継ぎによる利便の低下必至→乗継ぎによる利便の低下必至
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乗継便の充実による利便性確保の可能性②乗継便の充実による利便性確保の可能性②

松本－福岡便のＨ１９年１０月からの減便に松本－福岡便のＨ１９年１０月からの減便に
際し、県とＪＡＬは次の事項を合意際し、県とＪＡＬは次の事項を合意

・松本－（伊丹）－福岡の乗継ぎダイヤを改善・松本－（伊丹）－福岡の乗継ぎダイヤを改善

（現行ダイヤでは乗継ぎは不可能）（現行ダイヤでは乗継ぎは不可能）

・乗継ぎ運賃は、直行便との差額負担が軽減・乗継ぎ運賃は、直行便との差額負担が軽減
されるよう検討されるよう検討

・これらにより、松本－伊丹便の利用率が向・これらにより、松本－伊丹便の利用率が向
上した場合、増便に向け協議上した場合、増便に向け協議

（信州まつもと空港ホームページより作成）（信州まつもと空港ホームページより作成）
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正規運賃と比較した運賃（羽田便前日購入）正規運賃と比較した運賃（羽田便前日購入）

（Ｈ１９年３月時刻表 黄：ダブルorトリプル、赤：ＪＡＬ、青：ＡＮＡ

各便の平均 岡山は２社の平均 女満別はＪＡＬのみ、神戸はＪＡＬ，ＡＮＡのみ）
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羽田便普通運賃羽田便普通運賃（距離あたり）（距離あたり）の比較の比較

（Ｈ１９年３月時刻表、航空輸送統計年報 黄：ダブルorトリプル、赤：ＪＡＬ、青：ＡＮＡ）
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自治体の対応①自治体の対応①

割引率の低い空港は、利用者減の懸念、不公平割引率の低い空港は、利用者減の懸念、不公平
感の是正を理由に運賃引き下げを要望感の是正を理由に運賃引き下げを要望

→佐賀、石見等で成功→佐賀、石見等で成功

鳥取－羽田便（Ｈ１８年７月）鳥取－羽田便（Ｈ１８年７月）

県は数字（普通運賃）を示して不公平を主張する県は数字（普通運賃）を示して不公平を主張する
もＡＮＡは値下げを拒否もＡＮＡは値下げを拒否

→知事は、他空港（出雲、岡山）の利用を訴える→知事は、他空港（出雲、岡山）の利用を訴える
（他会社乗入れの他空港との競争でダブルトラック類似（他会社乗入れの他空港との競争でダブルトラック類似
効果を狙う）効果を狙う）
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自治体の対応②（羽田－南紀白浜）自治体の対応②（羽田－南紀白浜）

７日前購入の割引すらなし７日前購入の割引すらなし

県県‥‥アンケート結果（「ビジネスの潜在需要」、「高アンケート結果（「ビジネスの潜在需要」、「高
運賃のため他モードを利用」）を踏まえＪＡＬに要望運賃のため他モードを利用」）を踏まえＪＡＬに要望

Ｈ１９年４～９月に特便割引７（正規運賃の６６％）Ｈ１９年４～９月に特便割引７（正規運賃の６６％）
を暫定導入を暫定導入

Ｈ１９年４～６月の収入（特便＋特便以外）が前年Ｈ１９年４～６月の収入（特便＋特便以外）が前年
同期以上なら１０月から正式導入同期以上なら１０月から正式導入
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ダイヤの変更と輸送実績（石見）①ダイヤの変更と輸送実績（石見）①

羽田－石見便（ＡＮＡ１日１便）のダイヤ変更羽田－石見便（ＡＮＡ１日１便）のダイヤ変更

・Ｈ１８年３月まで・Ｈ１８年３月まで
羽田羽田 １５：５５１５：５５ →→ 石見石見 １７：３５１７：３５

石見石見 １８：４０１８：４０ →→ 羽田羽田 ２０：００２０：００

・Ｈ１８年４月から・Ｈ１８年４月から
羽田羽田 ６：５５６：５５ →→ 石見石見 ８：４０８：４０

石見石見 ９：３０９：３０ →→ 羽田羽田 １０：５５１０：５５

③ダイヤの変更
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ダイヤの変更と輸送実績（石見）②ダイヤの変更と輸送実績（石見）②

（航空輸送統計年報、島根県資料）
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ダイヤの変更と輸送実績（石見）③ダイヤの変更と輸送実績（石見）③

県がダイヤ改善を要望県がダイヤ改善を要望

→Ｈ１９年４月から羽田発３０分繰り下げ（７：２５発）→Ｈ１９年４月から羽田発３０分繰り下げ（７：２５発）

（要望のポイント）（要望のポイント）

・県と地元が一体で利用促進努力・県と地元が一体で利用促進努力

・一往復のためダイヤの影響大・一往復のためダイヤの影響大

・石見銀山の世界遺産登録を控えた観光利用の・石見銀山の世界遺産登録を控えた観光利用の
見込み見込み
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ダイヤの変更と輸送実績（大館能代）ダイヤの変更と輸送実績（大館能代） ①①

羽田－大館能代便（ＡＮＡ１日２便）ダイヤ変更羽田－大館能代便（ＡＮＡ１日２便）ダイヤ変更

・Ｈ１４年１０月まで・Ｈ１４年１０月まで

①羽田①羽田 ７：３５→大館能代７：３５→大館能代 ８：４５８：４５

大館能代大館能代 ９：２０→羽田９：２０→羽田 １０：２５１０：２５

②羽田②羽田 １４：０５→大館能代１４：０５→大館能代 １５：１０１５：１０

大館能代大館能代 １５：４０→羽田１５：４０→羽田 １６：５０１６：５０

・Ｈ１４年１１月から・Ｈ１４年１１月から

①変更なし①変更なし

②羽田②羽田 １６：５５→大館能代１６：５５→大館能代 １７：３５１７：３５

大館能代大館能代 １８：１０→羽田１８：１０→羽田 １９：２０１９：２０

＝大館能代の滞在時間が２時間半延長＝大館能代の滞在時間が２時間半延長
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ダイヤの変更と輸送実績（大館能代）ダイヤの変更と輸送実績（大館能代） ②②
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利便性向上策推進に際した自治体のあり方利便性向上策推進に際した自治体のあり方

・影響を最小限に抑えるための方策の実施・影響を最小限に抑えるための方策の実施

・客観的なデータを示した反論・客観的なデータを示した反論

・商工会議所等を含む地域ぐるみの取り組み・商工会議所等を含む地域ぐるみの取り組み

・搭乗率アップのための施策の推進・搭乗率アップのための施策の推進

・アンケートの実施や統計の活用による情報・アンケートの実施や統計の活用による情報
の充実の充実

・エアラインとの密な情報交換・エアラインとの密な情報交換

実施後実施後

決定後・決定後・
実施前実施前

路線廃路線廃
止等決止等決
定前定前

補助金交付、着陸料軽減等経費を要するものについ
ては、費用対効果を十分に検討

④利便性向上策のまとめ
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本日の報告内容本日の報告内容

１１ 研究の背景と目的研究の背景と目的

２２ 管理・運営状況管理・運営状況

３３ 利用促進策利用促進策

４４ まとめと今後の方向まとめと今後の方向
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全体のまとめ全体のまとめ
管理・運営管理・運営

・運営の効率性を検証し、管理・運営形態の適・運営の効率性を検証し、管理・運営形態の適
正さを議論する資料として収支の作成・公表正さを議論する資料として収支の作成・公表

・収支の増減をもたらす施策に注意・収支の増減をもたらす施策に注意

・空港とターミナルビルの一体運営・空港とターミナルビルの一体運営

利便性向上利便性向上

・情報を充実させ、エアラインとのタイミングよい・情報を充実させ、エアラインとのタイミングよい
調整調整

・地域ぐるみの取り組み・地域ぐるみの取り組み
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今後の進め方①今後の進め方①
管理運営のあり方について検討を進める管理運営のあり方について検討を進める

参考にする政府の動き参考にする政府の動き

第８回航空分科会（４月第８回航空分科会（４月
２６日）の議題２６日）の議題

直ちに検討に着手し、第直ちに検討に着手し、第
一次答申に向け、特に一次答申に向け、特に
重点をおいた調査審議重点をおいた調査審議

内内 容容

空港の利活空港の利活
用・運営、維持用・運営、維持
管理・更新管理・更新

空港運営の効空港運営の効
率化率化

事事 項項

交通政策審議交通政策審議
会航空分科会会航空分科会

（Ｈ１８年９月～）（Ｈ１８年９月～）

規制改革会議規制改革会議

（Ｈ１９年１月～）（Ｈ１９年１月～）

会議名会議名
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今後の進め方②今後の進め方②

利用者をターゲットにした利用促進策利用者をターゲットにした利用促進策

空港サービスの高度化空港サービスの高度化

小型機エアライン・ローコストキャリアへの働小型機エアライン・ローコストキャリアへの働
きかけきかけ

国際化への対応国際化への対応

活性化の体制づくり活性化の体制づくり

といった活性化方策について、第２種空港といった活性化方策について、第２種空港
のとりくみも参考にして検討を進めるのとりくみも参考にして検討を進める
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ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました


